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拙稿（2014a;2014 ｂ）で発表した 2013 年に調査した上場企業は，金融業と
保険業を除くすべての上場企業 3,259 社であり，2013 年６月 31 日を回収期限
として，2013 年６月１日に郵送質問調査を実施した。発送先は各企業の経理
部長宛てに郵送した。回収期限後も含めた最終回収企業は209社（製造業102社，







対して質問票を送付した。質問票は 2014 年６月 31 日を回収期限として，2014
年６月１日に郵送を実施した。発送先は各企業の経理部長宛てに郵送した。回





の大企業である。該当企業は 1,160 社であり，2015 年６月 30 日を回収期限と
して，2015 年６月１日に郵送質問調査を実施した。発送先は各企業の経理部
長宛てに郵送した。回収期限後も含めた最終回収企業は 123 社（製造業 54 社，
非製造業が 69 社であった）で回収率は 10.6%であった。
2015 年に追加調査した中小企業は，金融業と保険業を除く従業員数 100 名
以上の非上場の企業で，資本金が５億円未満の上記 8,027 社のうち，既に調査
した 3,500 社以外の企業 4,527 社を対象に調査しようとしたが，従業員数 100
名以上ということでこの年新たに検索したところ，企業数に変化がみられた。
そのため，上記の 2014 年に調査した企業を除く 5,477 社に対して質問票を送
付することになった。質問票は２回に分けて送付した。１回目は 2015 年８月
31 日を回収期限として 2015 年８月１日に 1,619 社に対して送付し，２回目は
2015 年 11 月 30 日を回収期限として 2015 年 11 月１日に 3,858 社に対して送付
した。発送先は各企業の経理部長宛てに郵送した。回収期限後も含めた最終回
収企業は小計で 481 社（製造業 162 社，非製造業が 319 社）あり回収率は 8.83%
であった。
これらをトータルするとここまで蓄積した最終回収企業は 1,110 社（製造業











次表の通りであり，製造業 433 社（8.89%），情報・通信 72 社（7.11%），建設
業 106 社（9.90%），不動産 14 社（5.71%），卸・小売業 217 社（7.43%），サー




製造業 4,870 433 8.89%
情報・通信業 1,012 72 7.11%
建設業 1,071 106 9.90%
不動産業 245 14 5.71%
卸・小売業 2,921 217 7.43%
サービス業 2,033 158 7.77%
運輸業 1,163 93 8.00%
電気・ガス業 48 7 14.58%
その他 33 5 15.15%
不明 　 5 　
13,396 1,110 8.29%
回収企業の業界分布について，発送企業の業界分布と適合していることをカ
イ二乗検定によって確認した（χ２= 15.238，自由度 =8，p=.055 ）。
本稿では上記の製造業 433 社のうち，「加工組立型製造業」155 社に焦点を
当てて比較検討する。433 社の業界別内訳は，食品 44 社（10.2%），繊維 10 社
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（2.3%），パルプ・紙 11 社（2.5%），化学・薬品 43 社（10.0%），石油・ゴム・
ガラス・セメント 21 社（4.9%），鉄鋼・金属 61 社（14.1%），情報通信 4社（0.9%），
その他製造 74 社（17.1%），一般機械 34 社（7.9%），電気機械 46 社（10.6%），
輸送用機器 56 社（13.0%），精密 19 社（4.4%），その他 9社（2.1%）であった。
図表２：回答製造業の業界
本稿では，このうち後半の一般機械製造業 34 社，電気機械製造業 46 社，輸








　 加工組立型製造業 製造業 全産業
10 億未満 1 3 32
10 億 ~20 億未満 6 15 63
20 億 ~30 億未満 13 28 79
30 億 ~40 億未満 12 34 69
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40 億 ~50 億未満 12 13 55
50 億 ~100 億未満 39 54 203
100 億 ~300 億未満 38 67 248
300 億 ~500 億未満 9 18 59
500 億 ~1000 億未満 6 13 50
1,000 億 ~2,000 億未満 8 13 29
2,000 億 ~3,000 億未満 5 3 14
3,000 億 ~10,000 億未満 3 7 21
10,000 億以上 3 3 6
合計 155 271 928
売上規模について加工組立型製造業と製造業で差があるかどうかカイ二乗検
定によって確認した結果，差がなかった（χ２= 9.308，自由度 =12，p=.676 ）。
加工組立型製造業と産業全体で差があるかどうかカイ二乗検定によって確認し




　 加工組立型製造業 製造業 全産業
10 億未満 4 14 85
10 億～ 20 億未満 10 19 99
20 億～ 30 億未満 13 28 79
30 億～ 40 億未満 14 26 81
40 億～ 50 億未満 13 14 50
50 億～ 100 億未満 40 47 178
100 億～ 300 億未満 31 62 203
300 億～ 500 億未満 6 18 49
500 億～ 1,000 億未満 7 17 35
1,000 億～ 2,000 億未満 3 9 26
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2,000 億～ 3,000 億未満 6 2 9
3,000 億～ 10,000 億未満 4 9 18
10,000 億以上 3 4 9








　 加工組立型製造業 製造業 全産業
50 人 ~100 人未満 4 5 20
100 人 ~200 人未満 49 101 320
200 人 ~500 人未満 49 85 327
500 人 ~1,000 人未満 19 37 120
1,000 人 ~2,000 人未満 8 15 52
2,000 人 ~3,000 人未満 2 5 20
3,000 人 ~4,000 人未満 5 3 9
4,000 人 ~5,000 人未満 2 2 7
5,000 人 ~10,000 人未満 6 9 22
10,000 人以上 4 　 5
合計 148 262 902
従業員規模について加工組立型製造業と製造業で差があるかどうか，質問票
郵送後に従業員数が 100 人未満になった企業も 100 人～ 200 人未満に含めて，
また，従業員数 4,000 人以上は人数が少ないためひとまとめにして，カイ二乗










電気機械製造業 46 社，輸送用機器製造業 56 社，精密製造業 19 社の業態につ
いては，次図のようになり「受注生産型」が最も多かったが，次いで「量産型」
が多かった。














加工組立 製造業 全産業 加工組立 製造業 全産業
行う 144（92.3%） 248（89.5%） 867（91.1%） 116（74.4%） 196（70.8%） 649（68.2%）
行わない 12（7.7%） 29（10.5%） 85（8.9%） 40（25.6%） 81（29.2%） 303（31.8%）
原価企画 原価管理
加工組立 製造業 全産業 加工組立 製造業 全産業
行う 104（66.7%） 136（49.1%） 297（31.2%） 142（91.0%） 246（88.8%） 702（73.7%）
行わない 52（33.3%） 141（50.9 %） 655（68.8 %） 14（9.0%） 31（11.2%） 250（26.3%）
ABC/ABM 実体管理
加工組立 製造業 全産業 加工組立 製造業 全産業
行う 15（9.6%） 17（6.1%） 61（6.4%） 118（75.6%） 138（49.8%） 273（28.7%）
行わない 141（90.4%） 260（93.9%） 891（93.6%） 38（24.4%） 139（50.2%） 679（71.3%）
予算管理 MPC
加工組立 製造業 全産業 加工組立 製造業 全産業
行う 138（88.5%） 235（84.8%） 826（86.8%） 9（5.8%） 12（4.3%） 59（6.2%）
行わない 18（11.5%） 42（15.2%） 125（13.1%） 147（94.2%） 265（95.7%） 889（93.4%）
業績管理 BSC
加工組立 製造業 全産業 加工組立 製造業 全産業
行う 136（87.2%） 231（83.4%） 819（86.0%） 12（7.7%） 13（4.7%） 74（7.8%）















行った結果，｢原価企画｣（χ２= 12.469，自由度 =1，p=.000，分割係数 .167），





画｣（χ２= 73.020，自由度 =1，p=.000，分割係数 .249），「原価管理」（χ２= 





｢原価企画｣（χ２= 9.506，自由度 =1，p=.001，分割係数 .178），「実体管理」（χ２













　 N AV SD N AV SD N AV SD
利益計画 144 5.25 1.34 246 5.06 1.36 861 5.13 1.30
意思決定 115 4.87 1.27 197 4.95 1.23 644 4.95 1.21
原価企画 100 4.28 1.58 131 4.25 1.54 281 4.33 1.51
原価管理 141 4.99 1.24 240 4.96 1.32 688 5.09 1.28
ABC/ABM 21 3.05 1.43 22 3.64 1.68 77 3.68 1.74
実体管理 107 4.75 1.48 124 4.24 1.24 242 4.39 1.23
予算管理 133 5.17 1.20 225 5.07 1.31 793 5.20 1.29
MPC 9 4.67 1.87 12 4.75 1.06 54 5.09 1.48
業績管理 126 5.00 1.33 218 4.94 1.21 776 4.96 1.29































































　 加工組立型製造業 製造業 全産業
　 N AV SD N AV SD N AV SD
VA 87 5.15 1.30 95 4.37 1.43 189 4.34 1.44
VE 83 5.12 1.29 98 4.58 1.32 212 4.58 1.39
IE 70 4.40 1.65 80 4.18 1.43 165 4.12 1.41
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構想段階でのティアダウン 74 4.14 1.49 80 4.09 1.30 177 4.12 1.31


















　 加工組立型製造業 製造業 全産業
　 N M SD N M SD N M SD
原価低減 103 5.74 1.08 124 5.42 1.11 273 5.38 1.12
要求品質・機能の実現 97 5.26 1.24 115 5.32 0.99 257 5.26 1.03
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　 加工組立型製造業 製造業 全産業
　 N AV SD N AV SD N AV SD
製造原価 136 6.06 0.99 238 6.00 0.87 594 5.64 1.30
材料費 127 5.92 0.96 223 5.93 0.93 564 5.41 1.39
労務費 128 5.74 1.02 225 5.63 0.94 620 5.65 1.08
経費 128 5.55 1.16 218 5.50 0.99 591 5.44 1.06
製造間接費 125 5.38 1.19 210 5.21 1.11 528 4.94 1.36
販売費 120 4.84 1.29 208 4.89 1.25 551 5.01 1.26
















　 加工組立型製造業 製造業 全産業
　 N AV SD N AV SD N AV SD
実際原価計算 108 5.47 1.42 201 5.58 1.21 573 5.49 1.29
標準原価計算 106 5.30 1.56 177 4.99 1.67 412 4.50 1.73
直接原価計算 88 4.77 1.68 157 4.49 1.68 405 4.62 1.73
CVP分析，損益分岐点分析 94 4.67 1.48 157 4.58 1.38 397 4.44 1.43
原価企画 89 4.31 1.52 143 3.78 1.62 361 3.70 1.62
特殊原価調査 70 3.47 1.52 132 3.30 1.59 331 3.17 1.54
ABC/ABM 67 2.93 1.50 128 2.88 1.50 328 3.01 1.60
ライフサイクルコスティング 67 3.04 1.49 131 2.85 1.34 332 3.00 1.47


































































　 加工組立型製造業 製造業 全産業
　 N AV SD N AV SD N AV SD
JIT 86 5.02 1.86 82 3.61 2.00 151 3.53 1.93
TQC 82 5.18 1.33 90 4.56 1.62 170 4.46 1.66
TQM 77 5.16 1.45 83 4.27 1.59 159 4.21 1.67
QCサークル 96 5.28 1.36 118 4.89 1.44 214 4.84 1.41
TPM 80 4.96 1.43 88 4.18 1.74 153 3.90 1.77
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か事業部制ないし事業本部制の形態をとっていたが，それ以外は次図のように
なった。































　 加工組立型製造業 製造業 全産業
　 N AV SD N AV SD N AV SD
所要の収益性の実現 135 5.96 0.99 221 5.93 1.09 767 5.94 0.99
財務安全性の確保 121 4.89 1.39 203 4.86 1.37 688 4.79 1.46
所用の原価引下げ 119 5.21 1.27 201 5.09 1.15 671 4.60 1.41
部門の業績評価 119 5.07 1.34 211 5.14 1.33 740 5.42 1.21
















　 加工組立型製造業 製造業 全産業
　 N AV SD N AV SD N AV SD
損益予算 132 6.11 0.91 224 5.96 1.04 795 6.03 0.96
資金予算 109 4.62 1.55 184 4.60 1.59 599 4.44 1.61
資本予算 81 3.28 1.47 164 3.40 1.54 503 3.17 1.55
販売予算 103 5.29 1.57 200 5.82 1.17 639 5.60 1.37
製造予算 115 5.36 1.37 198 5.80 1.01 541 4.54 1.94





































　 加工組立型製造業 製造業 全産業
　 N AV SD N AV SD N AV SD
財務指標 131 5.57 1.02 226 5.29 1.33 792 5.36 1.22
顧客関連指標 116 4.30 1.36 206 4.27 1.36 704 4.38 1.41
業務プロセス関連指標 121 4.35 1.31 204 3.94 1.24 688 4.00 1.30
113



















　 加工組立型製造業 製造業 全産業
　 N AV SD N AV SD N AV SD
売上高 128 6.16 0.82 216 6.08 1.02 746 6.05 1.02
売上総利益 117 5.78 1.04 206 5.80 1.14 710 5.94 1.17
営業利益 134 6.13 0.78 210 6.00 1.04 732 6.12 2.09
経常利益 117 5.66 1.12 211 5.72 1.11 702 5.69 1.22
限界利益 115 5.51 1.30 189 5.14 1.43 587 4.71 1.58
事業部利益 98 4.86 1.62 186 5.03 1.61 624 5.19 1.51
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本社費配賦後利益 89 4.42 1.72 168 4.57 1.64 585 4.71 1.65
売上高利益率 116 5.50 1.28 186 5.06 1.47 616 5.14 1.46
ROI 91 3.82 1.44 168 3.61 1.62 528 3.52 1.54
ROA 93 3.84 1.48 171 3.78 1.60 541 3.72 1.58
ROE 95 3.87 1.59 170 3.80 1.67 544 3.68 1.55
キャッシュフロー 111 5.05 1.56 183 4.96 1.51 596 4.86 1.53
残余利益 89 3.67 1.41 157 3.67 1.39 507 3.68 1.52
















































　 加工組立型製造業 製造業 全産業
　 N AV SD N AV SD N AV SD
営業 CF 144 5.32 1.39 252 5.37 1.28 859 5.28 1.34
フリー CF 145 5.24 1.37 242 4.98 1.39 818 4.87 1.43
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